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平成 19 年 2 月 28 日

各  位 

 

２月社長記者会見 

 
 
１．平成１９年度業務計画について  ＜資料１ 参照＞ 

 
 

２．市場第一部銘柄指定審査制度の見直しに伴う「上場株券の市場第一部銘柄指定

基準」等の一部改正について  ＜資料２ 参照＞ 
 

 

以 上
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平成 19 年 2 月 28 日 

㈱名古屋証券取引所 

 

平成 19 年度 業務計画 

 

 

１．名証市場の魅力及び信頼性の向上 

 

（１）上場銘柄の拡充 

セントレックスを中心としたプロモーション活動を促進する。 

 

（２）流通市場機能の向上  

名証独自の諸制度やサービスなどを広くアピールし、名証市場の利用促進につなげ

る。 

 

（３）適正な自主規制等機能の発揮 

名証市場の信頼性、公正性をさらに向上させる観点から、上場監理、市場監理及び

参加者監理などの自主規制等機能を十分に発揮するための取組みを強化する。 

 

（４）システムの安定運用 

市場開設者として、市場の信頼性・安全性維持の観点から、システムを安定的に運

用する。 

   

（５）コンプライアンス・リスク管理に関する事項の実施 

リスク管理態勢の実効性向上を図ることを目的として、非常時を想定した社内訓練

を実施するとともに、内部監査及び社内教育を実施する。 

 

 

資 料１ 
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２．市場参加者との関係強化 

 

（１）上場企業へのサポート強化 

上場メリットの拡大に向け、ＩＲ支援サービスの提供をはじめとした上場企業への

サービス向上を図るとともに、上場企業に対するアフターフォローやコミュニケーシ

ョンの強化を図る。 

 

（２）取引参加者との関係強化 

取引参加者懇談会の開催や取引参加者への個別訪問の実施により、取引参加者との

関係強化を図る。 

 

（３）投資知識普及活動の実施 

個人投資家のすそ野拡大を目的に、他の業界団体等と協力し、証券知識の教育・啓

発活動に取り組む。 

 

 

３．財務体質の強化 

全社的にムダなコストの削減に努め、財務体質の強化を図る。 

 

 

４．事務所の移転 

  本年 8月に竣工予定の名古屋証券取引所ビルに 9 月を目途に移転する。 

 

 

（ご参考）業績見込み 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成１８年度 １,７０１ ５２４ ５８３ ３０８ 

平成１９年度 １,６４７ ２８３ ３１５  ９４ 

以 上 



市場第一部銘柄指定審査制度の見直しに伴う「上場株券の市場第一部銘柄指定

基準」等の一部改正について 
 

平成19年２月28日 

株式会社名古屋証券取引所 

 

１．改正趣旨 

現行、市場第一部銘柄指定基準においては、指定の時期を、原則として決算期又は中間期を含む

月の翌月から起算し、６か月目の月の初日と定めているが、指定日が特定されていることで一部指

定を予想した売買による流通市場の混乱を招く恐れがある。 

そこで、これを防止するため、一部指定の時期の柔軟化を図るとともに、証券市場の健全性の確

保の観点から、一部指定を申請する者に対し、反社会的勢力との関係がないことを示す確認書制度

を導入するなど、一部指定審査制度について所要の見直しを行うため、「上場株券の市場第一部銘

柄指定基準」等の一部改正を行うこととする。 

 

２．改正概要                             （備   考）    

(1) 一部指定の時期の柔軟化 

特定の一部指定日を定めないこととするとともに、現行、「直

前事業年度の末日等」としている上場株式数に係る審査対象時期

を「一部指定日」とするなど、新規上場審査上、「上場日」と定

めている審査対象時期に準じた対応等を図ることにより、一部指

定審査を柔軟に行うこととする。 

(2) 確認書制度の導入 

一部指定を申請する者は、当取引所所定の反社会的勢力との関

係がないことを示す確認書及び幹事取引参加者が作成した当取引

所所定の反社会的勢力との関係等に係る確認書を提出するものと

する。 

(3) その他 

現在、市場第一部・第二部・セントレックス市場への上場申請

時において要請事項として提出を求めている反社会的勢力との関

係がないことを示す確認書の提出を規定上明示するなど、その他

所要の規定整備を行う。 

 

・上場株券の市場第一部銘

柄指定基準第３条、同取

扱い２(1)ｂ等 

 

 

 

・有価証券上場規程の取扱

い要領18(1)ｇ、ｈ等 

 

 

 

・有価証券上場規程第３条

等 

 

３．施 行 日 

平成19年３月15日から施行し、同日以後に市場第一部銘柄への指定に係る申請を行う株券の審査

から適用する。 

 

 

以  上 

資 料２ 


